　　　四街道市小中一貫教育推進委員会設置要綱
（設置）

第１条　四街道市立小中学校における義務教育９年間を一体的に捉えた教育活動（以下「小中一貫

　教育」という。）について、モデル校の実践研究をもとにした基本方針の策定にあたり、その協

　議・検討を行うため、四街道市小中一貫教育推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条　委員会は、四街道市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の求めに応じ、小中一貫教育に関する基本方針の策定にあたり、必要な事項の協議・検討を行い、同方針の案に対する意見を教育長に報告するものとする。
（組織及び任期）

第３条　委員会は、委員１５人以内をもって組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。

　（１）四街道市立小中学校長　　３人以内
　（２）PTA代表　　３人以内
　（３）地区代表　  ３人以内
　（４）有識者　　　３人以内
　（５）公募による市民　　３人

３　委員が欠けた場合は補欠委員を委嘱する。補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
４　委員は、前条に規定する報告が終了したときに、解嘱されるものとする。
（委員長及び副委員長）

第４条　委員会に委員長及び副委員長をそれぞれ１人置き、委員の互選により定める。

２　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第５条　委員会の会議は（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。
２　会議においては、委員長が議長となる。

３　委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。
４　委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。
（庶務）

第６条　委員会の庶務は、四街道市教育委員会教育部学務課において処理する。

（補則）

第７条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ　　

　て定める。

附　則
１　この要綱は、平成２６年８月１日から施行する。
２　この要綱は、第２条に規定する報告が終了したときをもって廃止する。
